（Ｈ26年8月）

· 労働安全衛生法が改正され、ストレスチェック制度が設けられました！
今年の6月に改正された労働安全衛生法により、産業医の選任が義務付けられている、労働者が50人以上の事業場において、労働者の心理的負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）を実施することが義務付けられました。（50人未満の事業場は当分の間、努力義務になります）
この検査は医師や保健師等によって実施されますが、その内容は、従来からある「職業性ストレス簡易調査票」（57項目による検査）をベースにした問診票のようなもので、ストレスの特徴を的確に把握するための項目を現在選定中ですが、具体的には以下のような項目に対してその程度を４段階で回答するといったスタイルになる予定です。
　【仕事のストレス要因】
· 時間内に仕事が処理しきれない
· 自分で仕事のやり方や順番を決めることができる
· 職場の仕事の方針に自分の意見を反映できる
　【心身のストレス要因】

· 疲労感（ひどく疲れた、へとへとだ、だるい）
· 不安感（気がはりつめている、不安だ、落ち着かない）

· 抑うつ感（憂鬱だ、何をするのも面倒だ、気分が晴れない）

　【身体の訴え】

· 食欲がない、よく眠れない

　【周囲のサポート】

· 次の人たちとどの位気軽に話ができるか？（上司、職場の同僚）
· あなたが困ったとき、次の人たちはどの位頼りになるか？（上司、職場の同僚）

· 個人的な問題を相談したら、次の人たちはどの位聴いてくれるか？（上司、職場の同僚）

このストレスチェック制度の導入の背景には、精神障害の労災認定件数の増加があります。その数字は3年連続で過去最多を更新しており、職業生活で強いストレスを感じている労働者の割合が高い状況で推移していることがわかります。厚生労働省から公表された平成25年度のデータによりますと、その発症原因は「嫌がらせ、いじめ、暴行（パワハラ）」と「仕事内容や仕事量の変化」がともに55人で第1位になっています。ちなみに第3位は「悲惨な事故や災害等の体験・目撃」で49人でした。今回、ストレスチェックを実施する目的は、うつ病等の精神疾患にかかった労働者を治すことではなく、労働者が自分の健康状態を早い段階で把握し、メンタル不調に陥る前に対処してそれを未然に防ぐことにあります。また、それと同時に、会社には先ずその発症原因を究明すること、そしてそれを踏まえてより良い職場環境に改善する努力が当然求められることになります。
先日、ある新聞に、富山県で長年高い収益を上げ続けている、東証一部上場コーセル株式会社（電子機器の製造・販売）の飴会長の記事が掲載されていました。
· 毎日会社に来るのが楽しいか？

· 上司や先輩は信頼できるか？
· 上司や先輩から認められていると思うか？

· 自由にものが言える職場の雰囲気か？

· 自ら新しい提案をしているか？

· 自分の仕事が人の役に立っていると思えるか？

· この仕事で成長できると思うか？

これらは、飴会長が多くの従業員と面談をして投げかける質問だそうです。昨今、従来のうつ病（仕事時もプライベート時も不調）とは違う、新型うつ病（仕事時だけ不調）が着実に増加している折、このようなストレスの原因を究明しようとするコミュニケーションを重視した地道な取り組みは、アナログではあるものの、中小企業のメンタルヘルス対策をリードする有効な取り組みと言えるのではないでしょうか。（工藤克己）
